第１回検討テーマの主な検討内容（イントロ）

運営企画Ｇ 

テーマ：「市民と市の運営ルール」（市民と鎌倉市＝自治体の関係）

国は憲法９２条のいう地方自治の本旨に基づき、地方自治法で市町村を基礎的組織（地方公共団体＝法人）と定めています。――団体自治

他方、住民・市民（以下市民という）からみると市は地域的・公共的問題、課題を解決するための自治組織であります。（但しこれだけで充分とはいえません。現在は町内会・自治会、ＮＰＯ、諸団体が中間領域に存在してこれを補完している形になっています）。――住民自治

市民とはその市、地域に住み、生活している個々人や事業者や諸団体であります。

市を運営する仕組みについては議事機関として議会が、審議、議決された事案を実行する執行機関として行政庁＝市役所があります。行政の長である市長や議会の議員は直接市民による選挙で選ばれ、信託に応えるべく働き、一方市民は市政運営に必要な財源となる税を納める義務を負っています。よって市は市民、議会、行政の３者からなる組織体で、制度は間接民主制、二元代表制などとよばれているところです。

さて、私たち市民は市に対しては地域的、公共的問題・課題解決と公的サービスを期待し、付託していますがこれに適切に応えてくれているでしょうか？ また、ますます進む高齢・少子化、財政難、環境悪化の時代、これまでの市運営の仕組みや運営のやりかたで難局を乗り切れるのでしょうか？

 例えば、みどり・環境問題、老人・福祉問題、子育て・教育問題、安全・安心問題、税・財政問題、地域活性・まちづくり問題など、市民のニーズは多種多様であります（ただし、当市民会議では政策課題やサービスのありかた自体を議論するわけではありません）。

今日の市運営の仕組みやルールが地域やまち（鎌倉市）の問題、課題解決、公的サービスの提供にマッチしているか、また今日の地方分権・自治の時代に適合しているかを問うことです。

一方、自治の主体者であり、権利と義務を有する市民、住民としての自覚と認識はどうでしょうか。これも問うべきことでしょう。

以上のことが十分でないとすれば私たちは何らかの手をうたねばならなりません。それが自治基本条例に盛り込むことがらであり、内容となります。

次に市とは地域的、公共的問題・課題に対応するためのシステム（組織、制度）であるとしてもそれだけでは不十分であることも分かってきました。

地震などの災害時によくいわれることがあります。先ず自助、次いで共助、そのあと公助の順で危機を救うといわれます。自助とは住民、市民自らのこと、共助とは地域の人々、そして公助とは公的機関ではたらく人々、組織のことで、この３ステップで危機やリスク、問題を解決するのが世の常です。まち（鎌倉市）の問題・課題解決のしくみやルールもこの３者の協働のかたちともいえます。市との関係のみならず地域コミュニテイ（町内会、自治会、ＮＰＯなど）にもふれての議論が必要かと考えます。

本日検討の主題をまとめると大きく以下の２点になるかと思います。


１、 市民が市政に対しての主権者、主体者といわれていますが、行政や議会との関係や日ごろの市民生活の実体状況を顧みたときそれを実感できますか、一方私たちの市民自治は「お任せ民主主義」になっていませんか。このことを検討し、どうすればよいかのアイデアを出してみましょう（あるべきすがたとして今後どんなルールやしくみがのぞましいか）。

２、 地域的、公共的な問題・課題解決のしくみとして市のみならず中間領域の地域コミュニテイ（町内会・自治会、ＮＰＯ，諸団体を含む）の果たす役割が大きくなっていますが、私たちは今後このことにどう対応すべきか検討してみましょう。

注）：以上市民と市との関係だけでなく県や国や諸外国との関係についても時間があればご討議ください。

以上

